
一般会計 ２款（総務費）１項６目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

物価高騰対策対応重点支援地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 燃料価格高騰対策緊急支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

58,003 55,884 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金   52,542 

   （新型コロナ分  13,000） 

    （物価高騰分  39,542） 

96.35 

施策の概要  

【いわみ燃料価格高騰対策緊急支援クーポン】 

原油価格高騰が続く中、暖房を必要とする時期を迎えることから町内の登録店（ガソリンスタンド等）

で、ガソリンや灯油の購入に利用可能なクーポン券を全町民対象に配布し、町民生活を支援と町内経済

の活性化を図った。 

 

【岩美町省エネ型製品購入促進補助金】 

車を所有しておらずオール電化住宅等を理由に、燃料クーポン券を利用できない世帯に対しては、エ

ネルギー費用負担軽減のため省エネ性能の高い家電の購入費用について、配布したクーポン券相当額の

補助を行った。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

需用費                744 千円 

役務費               2,169 千円 

負担金補助及び交付金    52,971 千円 

施策の実績（成果）  

【いわみ燃料価格高騰対策緊急支援クーポン】 

〇燃料購入クーポン券 5,000円/人（500円×10枚綴）を全町民に配布 

配布枚数 使用枚数 利用額 利用率 

108,790枚 105,911枚 52,955,500円 97.4％ 

  ＊登録事業者数（ガソリンスタンド・ホームセンター等）：４店舗（町内） 

 

【岩美町省エネ型製品購入促進補助金】 

〇省エネ家電等の購入費助成（燃料購入クーポン券の利用ができない世帯を対象） 

利用世帯 配布枚数 購入品目 購入額 補助額 

1世帯 30枚 照明器具 15,500円 15,000円 
 

 



一般会計 ３款（民生費）１項１目  主管課 健康福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 生活困窮世帯等光熱費助成金支給事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

8,571 

 

8,571 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金  4,000 

県補助金       4,285 

100.00 

 

施策の概要  

【趣旨】 

電気代等の光熱費高騰の影響を踏まえ、生活困窮世帯等に対して光熱費を助成することにより、生

活への影響を緩和する（令和 5年度 3回給付）。 

対象世帯：以下の手当等受給世帯。但し、対象者が入院中及び施設入所者を除く。 

・生活保護費受給世帯           ・児童扶養手当受給世帯  

・児童年金受給世帯（令和 5年度より追加） ・特別児童扶養手当受給世帯 

・特別障害者手当受給世帯 

支 給 日：（1回目）令和 5年 5月 25日、6月 5日、7月 5日） 

支 給 日：（2回目）令和 5年 10月 10日 

支 給 日：（3回目）令和 5年 12月 21日、令和 6年 1月 5日） 

給 付 額：（1回目・2回目）１世帯１回当たり 17,000円 

支 給 日：（3回目）    1世帯 1回当たり 15,000円 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 扶助費  8,571千円 

施策の実績（成果）  

【実績】 

                                      （単位：世帯） 

対象世帯 １回目 ２回目 ３回目 

生活保護費受給世帯 67 65 65 

児童扶養手当受給世帯 78 77 80 

児童年金受給世帯 4 4 5 

特別児童扶養手当受給世帯 15 15 16 

特別障害者手当受給世帯 11 12 11 

合計 175 173 177 
 

 



 

一般会計 ３款（民生費）１項１目  主管課 健康福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

38,312 

(内人件費：1,470) 

38,300 

（特定財源）     

地方創生臨時交付金  38,297 

 

99.97 

施策の概要  

【趣旨】 

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、様々

な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税世帯等に対

して給付金を支給する。 

対象世帯：・世帯全員の令和５年度分の住民税均等割が非課税である世帯 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、住民税非課税の世帯と同様 

  の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯） 

基 準 日：令和 5年 4月 1日 

給 付 額：1世帯あたり 3万円 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

・人件費   1,470千円（報酬・職員時間外手当） 

・需用費    293千円（封筒、事務用品等） 

・役務費    281千円（確認書郵券代、振込手数料） 

・委託料    856千円（システム改修費） 

・扶助費  35,400千円（給付金） 

施策の実績（成果）  

【実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世帯数及び給付額 

積 極 支 給（①） 957世帯   

確認書送付（②） 247世帯   

確認書返送（③） 223世帯   

支 給 世 帯（④＝① + ③） 1,180世帯   

家計急変世帯（⑤） 0世帯   

給 付 額（3万円×(④ + ⑤)） 35,400千円   



一般会計 ３款（民生費）１項１目  主管課 健康福祉課 

 

物価高騰対策対応重点支援地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 低所得世帯支援給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

37,101 

(内人件費：241) 

29,025 

（特定財源）     

地方創生臨時交付金  28,873 

78.23 

施策の概要  

【趣旨】 

物価・賃金・生活総合対策として、長期化するエネルギー・食料品等の物価高騰による負担増を緩

和するため、臨時的な措置として、様々な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受

けられるよう、住民税均等割のみ課税世帯に対して給付金を支給する。 

対象世帯：世帯全員の令和 5年度分の住民税均等割のみ課税世帯 

基 準 日：（1回目）令和 5年 4月 1日  

（2回目）令和 5年 12月 1日 

給 付 額：（1回目）3万円 

（2回目）7万円又は 10万円（1回目の支給対象となっていない世帯のみ） 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

・人件費     241千円（職員時間外手当） 

・需用費      46千円（封筒等） 

・役務費     154千円（確認書郵券代、振込手数料） 

・委託料     484千円（システム改修費） 

・扶助費    28,100千円（給付金） 

施策の実績（成果）  

【実績】 

 

 （１回目） （２回目） 

積 極 支 給（①）  0世帯   253世帯 

確認書送付（②） 300世帯 39世帯 

確認書返送（③） 264世帯 34世帯 

支 給 世 帯（④＝① + ③） 264世帯 287世帯 

給 付 額 

（１回目：3万円×④） 

（２回目：7万円×④+3万円×3世帯） 

7,920千円 

 

20,180千円 

(内 3世帯に 10万円支給) 

 



一般会計 ３款（民生費）１項１目  主管課 健康福祉課 

 

物価高騰対策対応重点支援地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 物価高騰支援給付金 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

90,961 

(内人件費：2,148) 

90,011 

（特定財源） 

 地方創生臨時交付金  

89,96

5 

98.96 

 

施策の概要  

【趣旨】 

物価・賃金・生活総合対策として、長期化するエネルギー・食料品等の物価高騰による負担増を緩

和するため、臨時的な措置として、様々な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受

けられるよう、住民税非課税世帯に対して追加の給付金を支給する。 

対象世帯：世帯全員の令和 5年度分の住民税均等割が非課税である世帯 

基 準 日：令和 5年 12月 1日 

給 付 額：対象世帯 1世帯あたり 7万円 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

・人件費   2,147千円（報酬、職員時間外手当） 

・需用費    100千円（事務用品、封筒等） 

・役務費    238千円（確認書郵券代、振込手数料） 

・委託料    446千円（システム改修費） 

・扶助費  87,080千円（給付金） 

施策の実績（成果）  

【実績】 

 世帯数及び給付額 

積 極 支 給（①） 1,134世帯   

確認書送付（②） 133世帯   

確認書返送（③） 110世帯   

支 給 世 帯（④＝① + ③） 1,244世帯   

給 付 額（7万円×④） 87,080千円   
 



一般会計 ３款（民生費）１項１目  主管課 健康福祉課（子ども未来課） 

 

物価高騰対策対応重点支援地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 低所得世帯支援給付金事業（子育て世帯への加算給付金） 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

11,355 

(内人件費：93) 

6,970 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金  6,969 

61.38 

施策の概要  

〇趣旨 

物価高騰による負担増を踏まえ、家計への影響が大きい低所得の子育て世帯へ加算給付金を支給する。 

・対象となる世帯：基準日（令和 5年 12月 1日）において、岩美町の住民基本台帳に登録されている世帯

で、世帯全員の令和 5年度の住民税が非課税または均等割のみが課税されている世帯 

・支給対象となる児童の範囲：基準日において同一世帯となっている 18歳以下の児童 

（平成 17年 4月 2日生～令和 6年 3月 15日生） 

〇給付額：児童 1人あたり 5万円 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

・人件費     93千円（職員時間外手当） 

・需用費     113千円（広報印刷、トナーカートリッジ等） 

・役務費     14千円（確認書郵送代、振込手数料） 

・扶助費    6,750千円（給付金） 

施策の実績（成果）  

 【実績】 

 非課税世帯確認書送付数       55世帯（対象児童数 99人） 

 均等割のみ課税世帯確認書送付数   20世帯（  〃   36人） 

 給付金支給世帯数          75世帯 

 支給対象児童数           135人 

 給付金支給総額          6,750千円 

 



一般会計 

４款（衛生費）１項３目 

４款（衛生費）３項１目 

７款（土木費）４項１目 

 主管課 企画財政課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 

水道事業会計繰出金 

集落排水処理事業特別会計繰出金 

病院事業会計繰出金 

公共下水道事業特別会計繰出金 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

24,397 24,396 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金   24,389 

99.99 

施策の概要  

コロナ禍における、電力・ガス等のエネルギー価格の高騰により施設の光熱費が増加したことで、経営

に大きな影響を受けている公営企業（水道事業、集落排水処理事業、病院事業、公共下水道事業）につい

て光熱費増加分を支援する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
その他負担金 16,632千円 

繰出金     7,764千円 

施策の実績（成果）  

コロナ禍における、電力・ガス等のエネルギー価格の高騰により施設の光熱費が増加したことで、経営

に大きな影響を受けている公営企業について、令和 4 年度における光熱費増加分を光熱費増加前の令和 3

年度と比較し、その差額を支援することにより、経営の安定を図った。 

 

公営企業 令和 3年度実績 令和 4年度実績 支援金額 特定財源 

水道事業 15,501千円 19,794千円 4,293千円 4,292千円 

集落排水処理事業 5,390千円 5,581千円 191千円 189千円 

病院事業 30,589千円 42,928千円 12,339千円 12,336千円 

公共下水道事業 18,259千円 25,832千円 7,573千円 7,572千円 

合計 69,739千円 94,135千円 24,396千円 24,389千円 
 

 

 



 一般会計 ５款（農林水産業費）１項５目  主管課 農林水産課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 畜産経営緊急救済事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,832  2,293 

(特定財源)   

地方創生臨時交付金  2,000 

80.97 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症による影響に加え、飼料代の高騰により経営が危機的な状況にある畜産農家 

に対し、県の支援制度に上乗せして支援する。 

〔酪農農家〕令和３年の平均飼料価格を基準として、それを超えた飼料代の一部を支援（県 1/3、町 1/6） 

〔肉牛農家〕肥育牛の標準的販売価格が標準的生産費を下回った場合に交付される経営安定交付金制度（牛

マルキン制度）で補填されない１割部分を支援（県 1/2、町 1/3） 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金 2,293千円 

施策の実績（成果）  

飼料価格高騰等により全国的には廃業する畜産農家も増える中、経営が危機的な状況にある町内畜産農

家への支援を行い経営の安定と事業の継続につながった。 

・酪農農家支援  補助金額： 895,798円、対象月：令和５年４月～令和６年３月 

・肉牛農家支援  補助金額：1,397,346円、対象月：令和５年４月～令和６年３月 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名  経営持続化支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

9,043 9,043 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金  9,000 

100.00 

施策の概要  

 エネルギー価格高騰の影響を受ける町内事業者に対し、電気、ガス及び重油に係る経費負担を軽減し事

業継続を支援するため、当該経費が一定を超える事業者に支援金を交付する。 

 

○エネルギー価格高騰対策事業者支援金 

令和５年の任意で選択した１か月分のエネルギー経費の合計額が前年同月比 120％超となる場合、当該

超過分について 50万円を上限に交付する。 

〔交付額〕＝〔令和５年の任意の１か月分のエネルギー経費〕－〔前年同月のエネルギー経費×1.2〕 

  ※ただし、同様の目的で国、県等から交付される補助金をエネルギー経費から控除する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
 エネルギー価格高騰対策事業者支援金 9,043千円（43件）  

 （１件当たり平均 210千円） 

施策の実績（成果）  

  

 エネルギー価格高騰の影響を受けている町内事業者に対し、エネルギー経費の負担に応じた支援金を、

岩美町商工会、岩美町観光協会、各漁業協同組合等と連携して適切に交付した。 

 【受付期間】 令和５年６月 22日～令和６年１月 31日 

 

■交付申請総件数  43件 

■交付決定総件数  43件 

■交付決定総額   9,043,000円 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 中小企業等特別金融支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

9,697 9,696 

（特定財源） 

新型コロナウイルス 

 感染症対策基金繰入金   4,795 

県補助金          4,847 

99.99 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大・長期化並びに燃油及び原材料価格高騰・円安による影響を受け

た町内の中小・小規模事業者の経営の維持、安定を支援するため、鳥取県の制度融資により運転資金等を

借り入れた町内事業者が支払った利子額の補助を行う。 

融資内容 新型コロナウイルス感染症対策 燃油及び原材料価格高騰・円安対策 

制度融資実施(申込)期間 令和２年５月１日～令和４年３月 31日 令和４年４月１日～令和５年３月 31日 

利子補給期間 融資から最大５年間（60月分） 融資から最大３年間（36月分） 

利子補給割合 融資利率 1.43％のうち 0.7％相当分 融資利率 1.43％相当分 
 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金  9,696千円 

施策の実績（成果）  

【交付実績】 

融資内容 新型コロナウイルス感染症対策 燃油及び原材料価格高騰・円安対策 合計 

対象融資件数 127件 1件 128件 

利子補給申請総額 9,589,575円 106,680円 9,696,255円 

交付決定総額 9,589,575円 106,680円 9,696,255円 

特定財源（県補助金） 4,794,000円（補助率 1/2） 53,340円（補助率 1/2） 4,847,340円 

 

【新型コロナウイルス感染症対策基金の運用実績】 

令和４年度末残高 
令和５年度中 

令和５年度末残高 
利子積立て 取崩し 

27,747,941円  11,159円  4,795,000円  22,964,100円  

（12,016,492円） （   4,833円） （ 4,795,000円） （7,226,325円） 

    ※下段（ ）書きは、基金のうち令和２年度に積み立てた地方創生臨時交付金分。 

    ※基金の設置は、令和７年度末まで。 



一般会計 
９款（教育費）２項１目 

９款（教育費）３項１目 
 主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 
小学校保健特別対策事業 

中学校保健特別対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,320 

 

 

2,319 

（特定財源） 

  地方創生臨時交付金  1,122 

国庫補助金      1,159 

99.96 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症対策として、町立小中学校の空気清浄機を更新・増設する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
小学校保健特別対策事業 備品購入費  1,646千円 

中学校保健特別対策事業  備品購入費   673千円 

施策の実績（成果）  

感染症流行下であっても学校における教育活動を継続するため、効果的な換気に必要な換気対策設備を

導入し、学校の衛生環境を確保した。 

・空気清浄機 31台（小学校 22台 中学校 9台） 

 

 

 



一般会計  ９款（教育費）５項３目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

事 業 名 学校給食食材費高騰対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

3,673    3,595 

（特定財源） 

地方創生臨時交付金  3,300 

97.88 

施策の概要  

【概要】学校給食に要する経費の一部を助成することにより、給食食材費の高騰においても児童・生徒の

栄養バランスと量を維持した給食の供給を図るとともに、保護者の経済負担を軽減する。 

補助金額：１食当り小学校２８０円、中学校３２０円（但し牛乳除去食においては 小学校２１７円、 

中学校２５７円）を超える額 

（令和５年度） 小学校１食あたり ２５円 （給食費単価：３０５円） 

            中学校１食あたり ３５円 （給食費単価：３５５円） 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金 3,595千円 

施策の実績（成果）  

【実績】 

岩美北小 37,662 食 岩美西小  24,154 食 岩美南小 21,714 食  

計 83,530 食 （1 食あたり 25 円補助） 

岩美中 43,053 食 （1 食あたり 35 円補助）  

合計 126,583 食  

 

学校給食に要する経費の一部を補助することにより、食材費高騰においても、児童・生徒に栄養バラ

ンス・量を維持した給食を提供するとともに、給食費の保護者負担の軽減をはかることができた。 

 

 


